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本マニュアルの使い方

目次

本マニュアルは、企業の総務部・人事部などで従業員向け研修を担当する方に向けて、「従業員向け
消費者教育」を実施する意義や研修の始め方をまとめたものです。実践事例も掲載し、これから企業
研修を企画する方に役立つ一冊となっています。
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現在、子供から大人まで、様々な場を通じた「消費者教育」の機会の提供が図られ、企業にも従業員
研修などを通じた実践が求められています。
「職場」で消費者教育を学ぶことに違和感を持つ方も多いでしょう。ですが、消費者教育の学びは、「現
代の企業経営に不可欠な視点」を得るためにも重要です。
なぜ消費者教育が企業経営に重要な学びとなるのでしょうか？次章から掘り下げていきます。

1.「消費者教育」って、なんですか？

私たちは、企業で働いていても、家に帰れば誰もが「消費者」です。
お金の不安を抱えたり、悪質商法被害などのトラブルに巻き込まれないよう、「自立した消費者」と
して、合理的な意思決定をおこない、被害を回避したり、問題に適切に対処する力が誰しもに欠かせ
ません。そうした消費者の自立を支援するために行われる教育が、「消費者教育（1）」です。

（1）消費者教育の推進に関する法律　第 2 条（定義）：
「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育（消費者が主体的に消費者市民

社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動
をいう。

消費者教育は、「社会の一員として行動すること」も消費者としての自立の要素としています。
現在生じている地球環境や社会の諸問題の解決のために、生産消費形態の変革が求められており、そ
の変革に消費者の参画も求められているからです。
総体として捉えたとき、消費者は社会に最も大きな影響力を持つ経済主体です。
消費者一人一人が、消費行動を通じてより良い社会の形成に参画する「消費者市民」となることで、
公正かつ持続可能な社会の実現に近づくことができます。
消費者教育は、消費者市民によって築かれる「消費者市民社会（2）」の構築を目指して行われています。

（2）消費者教育の推進に関する法律　第 2 条2項（定義）：
「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生

活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものである
ことを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会をいう。
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2. どうして社員への消費者教育が必要なのでしょうか？

　企業は BtoC であれ、BtoB であれ、最終的には消費者の満足と信頼を獲得していかなければ事業活動
を継続していくことはできません。
　また、企業は消費者に社会的に有用で安全な商品・サービスを提供しますが、それだけでは十分では
ないのです。消費者に提供した商品の安全上の問題や不適切なビジネスによって消費者に不利益や被害
を及ぼすこともあり、商品の材料の調達や製造等のサプライチェーン上で人権侵害、労働環境の悪化、
さらには資源の枯渇や生物多様性を脅かすなどさまざまな社会・環境課題を引き起こすこともあります。
　もちろん消費者の便利で安価な商品への欲求も、社会・環境課題を引き起こす要因ともなります。

　いまや SDGs の目標達成などに見られるように、公正で持続可能な社会の構築は世界中の全ての組織
や人々の緊急課題です。
　そこで企業には自らが関わる社会・環境課題について、プラスの側面の最大化のみならずマイナスの
影響の最小化について責任を果たすことが求められ、消費者には社会・環境課題の解決につながるエシ
カル消費が求められるようになっています。

　このような背景を受けて、消費者庁では、企業が消費者と共創・協働して社会価値を向上させる経営
である「消費者志向経営」を推進しています。
　前述したように、企業は、より良い商品・サービスを提供して消費者の満足を目指すことだけで責任
を果たしていると言える時代ではなく、原料調達から商品の提供、消費、廃棄に至るプロセスの在り方
が問われ、人権侵害の是正や人権尊重の取組み、労働環境の是正と改善、さらには資源の保護、CO� 削
減のためのカーボンニュートラルに向けての取組みなど、社会価値を向上させて公正で持続可能な社会
への取組みを推進していくことが求められるようになりました。

　また、「生産」と「消費」は裏表の関係にあり、企業の取組みを消費者が評価する、あるいは消費者の
声を聞いて企業が取組む、さらには私たちの基本的な社会システムを見直す必要にも迫られ、企業と消
費者とが協働して問題解決にあたることが期待されるようになったのです。

企業に求められる責任あるビジネスと消費者との協働
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消費者志向経営で求められる社員への消費者教育

　企業は社員に対して自社の方針に沿って多岐に渡る研修を実施していますが、消費者志向経営を
実践するためには消費者教育が効果的です。その理由を２つ挙げます。

　第一に、消費者志向経営には消費者理解が必須ですが、消費者教育によって理解が深まると考えら
れます。
　消費者教育は、公正で持続可能な社会に向けて、自己のみならず社会の利益のための行動ができる
消費者を育成するものですが、そのためには、まず消費者自身の置かれている現状を学ぶからです。
　消費者の置かれている現状として、「情報」を例に取ると、消費者が商品や企業を選択できる情報
の多くは企業に依存するという脆弱な立場に置かれています。その結果、消費者は商品等の適切な
選択ができず、多くの消費者被害が発生しています。
　消費者の現状を学ぶことによって、企業は消費者に必要な情報開示の在り方を理解して実践する
ことを可能にし、企業の消費者志向経営を支えることができるのです。

　第二に、消費者教育によって自立した消費者は、商品やサプライチェーン上の課題に対する企業の
取組みを評価することを可能にし、企業が責任を果たすことを後押しすることになります。これは
企業と消費者との信頼関係にもとづく協働の取組と考えられます。

消費者志向経営

消費者教育

例：情報開示の在り方
消費者理 解 企業の責任遂行

後押し

サステナビリティ消費者会議 代表　古谷由紀子
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3. 消費者教育研修によって期待される効果、
　 研修をしていなかったときのリスク

消費者教育は、消費者被害の防止と消費者の自立のために重要であり、消費者教育の機会
の提供を受けることは消費者の権利であるとされています。

人生のライフステージ毎に様々な出来事があるように、消費者トラブルもまた様々です。
企業において消費者トラブルに関する研修を行うことが、従業員が消費者トラブルに巻き
込まれることの防止に繋がります。

具体的には、消費者トラブルに関する研修を受けることによって、批判的思考（クリティ
カルシンキング。一旦立ち止まって、自分の頭で冷静に考える力）が身につきます。

たとえば、批判的思考（クリティカルシンキング）を身に付ければ、消費者が勧誘や広告
のターゲットにされても、その情報を鵜呑みにせず、様々な観点から比較や検討をしたり、
自分で調べたり、他の人に相談したりするなど、多角的・多面的に考えたうえで、商品・サー
ビスの選択ができるようになります。その結果、消費者トラブルを未然に防ぐことができ
るようになるのです。

この点で、従業員への消費者教育の機会の提供は、従業員の消費生活を守る（支える）た
めの福利厚生のひとつと言えます。従業員の消費生活の安定・向上が、従業員の能力発揮
とその成長を支えることに繋がります。

�

�

契約
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弁護士　谷口　央

また、従業員に対する消費者教育の機会の提供は、消費者志向経営の実践を支える従業員
の育成という面もあります。消費者志向経営とは、消費者と共創・協働して社会価値を
向上させる経営のことを言います。

消費者の視点を持ちながら、企業の社会的責任・地域社会の社会的課題を意識し、時代に
即した事業活動に従事できる人材、消費者志向経営の実践を支える従業員の育成は、自社
の企業価値を高めることはもちろんのこと、公正で持続可能な社会（消費者市民社会）の
実現のための重要な取組みと言えます。

企業の従業員が、消費者の視点を欠いたり、企業の社会的責任・地域社会の社会的課題を
意識しない状態で仕事に臨んでしまうと、商品やサービスの質の低下に繋がり、ひいては、
企業の社会的信用の低下を招いたり、最悪の場合には、行政処分等の法的な制裁を受ける
こともあり得ます。

従業員の生活の安定・向上、企業の成長（及びリスク回避）、公正で持続可能な社会の実現
のためにも消費者教育研修に取り組むことが求められています。

�

�

�
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企業の目から見た消費者教育

　日々の企業活動では、一般的に「消費者」と聞くと、自社が提供する商品やサービスを
利用する「お 客 様 」を想像することが多いですね。例えば、酒類メーカーはお酒を飲む成
人を、自動車会社は運転免許を持つ人々を主なターゲットに商品やサービスを開発してい
ると思われます。しかし、それ以外の消費者がより多く存在し、その方々への配慮をする
ことは企業の責任として重要なだけでなく、新たなビジネスの機会を生み出すこともあり
ます。

　しかしながら、顧客の意見に耳を傾けるほど、「消費者＝顧客」という枠組みに囚われが
ちです。こうした固定観念を修正することも、消費者教育が果たすべき役割の一つと言え
るでしょう。消費者教育を通じて、自社の提供する商品やサービスが及ぼす影響の対象を
広範囲に認識する意識改革が期待されます。

　私は企業で働く人々が、自社の活動が社会に与える影響を広範に認識することが、社会
全体の持続可能性を高める一環となると信じています。

アサヒグループジャパン
ＳＣＭ部　兼　コーポレートコミュニケーション戦略部

吉水　健二

COLUMN 
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4. 自社で消費者教育研修を始めるには？

理念との整合性

準備 研修の実施 研修実施後

目的の明確化

社内の関係部署
との連携

外部の専門家の
活用

効果検証

社内外への
コミュニケーション

継続的な学習の促進

対象者の理解

実践的な内容

これまでの企業内研修では、自社従業員に対する消費者教育がそれほど熱心に行われていませんでした。
主に、お客様対応部門の顧客対応力向上を目的とした研修や資格取得が中心でした。

しかし、現代のビジネス環境では、企業の社会的責任として消費者に向き合うことが重要です。利益
の向上だけでなく、持続可能な社会の発展に資する活動、たとえば SDGs への対応が求められていま
す。自社従業員も消費者市民社会の一員として的確な行動が期待されています。

このような背景を受けて、自社従業員に対する消費者教育は、企業にとって単なる付属的な研修を超
え、社会的責任の重要な部分として位置づける必要があります。特に、�� 代以降・セカンドライフ
を見据えた従業員に向けた消費者教育の必要性は、若年層とは異なる背景から生じています。この世
代は、学校教育での消費者教育が十分に行われていなかったことが多く、現代の消費者市場で直面す
る課題や機会に対応するための知識やスキルが不足している場合があります。対象者にとって、消費
者としての役割を理解し、適切に行動するための教育は、より重要性を増しています。

本稿では、企業が独自の消費者教育研修を開始するための具体的なステップと考慮すべき要素につい
て解説します。

消費者教育研修の企画全体のステップとポイント 一覧

ステップ１ ステップ � ステップ �
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まず、研修を行うにあたり、その位置づけを明確にするための以下のポイントが重要です。

�．目的の明確化
研修の目的を明確にし、それを達成するための具体的な計画を立てます。自社
の従業員が消費者教育を行う目的や必要性を明確にするとともに、消費者に
とって重要な知識やスキルを特定し、それらを研修でどのように伝えるかを
検討します。

�．社内の関係部署との連携
これまで消費者教育をテーマにした研修は少なかったため、研修の位置づけ
を明確にして、人事や研修部門、社内の専門家（たとえば、法務部門やマー
ケティング部門）と連携し、多角的な視点から研修プログラムを構築します。

�．外部の専門家の活用
必要に応じて、消費者政策や消費者行動学などの専門家を研修プログラムの
開発や実施に招くことも有効です。

�．理念との整合性
研修プログラムが企業の基本理念や価値観と一致していることを確認します。
たとえば、昨今のビジネス環境では、ESG 経営や消費者志向経営などの経営課題
への取り組み、SDGs を含む持続可能な社会構築に向けた自社従業員の消費者
教育の位置づけについても深く考慮する必要があります。

準備
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研修の実施にあたっては、以下の点も重要です。

�．対象者の理解
消費者は多様なバックグラウンドを持っているため、彼らのニーズや関心に
応じたカスタマイズが必要です。
これまで、学校教育等で消費者教育を体系的に受けていなかった人もいます。
消費者教育がなぜ組織人としての自身に必要なのかを理解してもらうことも
重要でしょう。

�．実践的な内容
理論だけでなく、実際の消費者としての経験を共有し、参加者が日常生活で
直接応用できる知識やスキルを提供します。たとえば、昨今問題になっている
カスタマーハラスメントの問題を体感的に理解してもらうことも重要です。

�．継続的な学習の促進
研修後も学習を継続できるように、オンラインリソースの提供や定期的なフォ
ローアップミーティングを計画します。

最後に、企業が自社で研修を始める際に考慮すべき追加的な要素として、研修
の効果検証と社内外へのコミュニケーションが挙げられます。研修の効果を検
証し、必要に応じてプログラムを改善します。また、研修の目的と成果を社内
外に広く伝え、理解と支持を得るためのコミュニケーション戦略を立てます。
これにより、自社従業員向けに消費者教育を実施することが、企業の安心感や
信頼感を高めるための重要な方策となります。

消費者教育研修は、参加者にとって有意義な学びの場であり、企業の社会的責任を果たす手段として
も重要です。これらのステップを踏まえ、企業は自社従業員の教育を通じて企業価値の向上に貢献す
ることが期待されます。

学校法人産業能率大学総合研究所
副所長　　佐藤 雄一郎

研修の実施

研修実施後
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5. 消費者教育研修の準備① ‒ 企画 ‒

□ 誰を対象にしますか？

□ 対象者の消費者教育研修の経験は？

□ 対象に何を身に付けてほしいですか？

研修の位置づけを明確にしましょう

□ 研修の位置づけは？

□ 自社の企業理念との整合性は？

前章を参考に、消費者教育研修をスタートするにあたって、次のポイントを整理して
研修企画を立てましょう。

消費者教育研修　企画のためのチェックリスト

�

�

対象にあわせて目的を定めましょう

次のページの「学びの見通し」を参考に、
研修を通して身に付けたい知識とスキルを定めましょう。

自社のパーパスや CSR 基本方針などとの関連性を
明らかにしましょう
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学びの見通し
受講する従業員のライフステージによって、生活（LIFE）と仕事（WORK）の課題と
必要な学びは異なります。学びの見通しを持ちながら、研修目的を検討しましょう。

結婚や出産・育児などによりライフスタイルが多様に
なり、様々な生活課題が出てくる世代です。複雑な消
費者トラブルや将来を見据えたお金の運用等の知識を
身に付けましょう。

社内で役職を持ち、リーダーとして企業経営を担う人も
増える世代です。広い視野を持ち、消費者トラブルの
予防や CSR の観点から企業活動を改善・創造するための
知識やスキルを学びましょう。

退職を見据えた準備が必要な世代です。退職金などの
大金を喪失する消費者トラブルや投資トラブルへの備え、
退職後のマネープランを事前に学んでおきましょう。

退職後は、家庭や地域社会との関わりが一層深まります。
企業で得た知識やスキルを活用して、より良い生活や
地域づくりに参加する意欲を高めましょう。
退職後も生き生きと活躍するモデルロールとなることは、
後輩へのメッセージにもなるでしょう。

初めて給与を手にする人、初めて一人暮らしをする人
も多く、典型的な悪質商法や借金などのトラブルに陥
るリスクが高い傾向があります。社会人としてより良
い生活を送るための基本的な知識とスキルを習得しま
しょう。

企業の良き担い手となるための心構えを養いたい世代で
す。消費者志向経営の視点を身に付けられるようにしま
しょう。

LIFE 学びの見通し

新
人
・
若
手
従
業
員

��
代
以
上
の
従
業
員

セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ
を
見
据
え
た
従
業
員

MILK
お
米

11



6. 消費者教育研修の準備② ‒ 教材 ‒

「消費生活のキホン」シリーズの特徴

・研修ツール（研修用スライド、受講者用講義動画、ワークシート、アンケート）が用意され
　ています。

・各世代ごとに、必要となる消費生活の基本知識を習得できます。
・複数のテーマ（消費者トラブル、マネープラン等）から、ニーズにあわせて選択できます。
・消費者志向の企業活動に生かせるよう、消費者と企業人の双方の視点で学ぶことができる
　ように工夫しています。

・講師用ガイドブックや講師用台本などを用意しており、企業の内部講師でも扱いやすく
　設計しています。

従業員向け消費者教育研修のために消費者庁が制作したシリーズ教材です。世代別に必要となる消費
生活の基本的な知識を習得することができます。

「消費生活のキホン」シリーズ

その他にも、消費者庁「消費者教育ポータルサイト」で教材を見つけることができます。

テーマ：消費者トラブル、持続可能な社会の形成、
 　生活を支えるお金、製品安全、インターネット取引

新人・若手従業員向け研修プログラム
「消費者と企業人の視点で考えよう　消費生活のキホン」

テーマ：消費者トラブル、持続可能な社会をつくる、
 　マネープラン

�� 代以上の従業員向け研修プログラム
「�� 代からの消費生活のキホン」

テーマ：消費者トラブル、持続可能な社会をつくる、
 　マネープラン

セカンドライフを見据えた従業員向け研修プログラム
「セカンドライフに向けた消費生活のキホン」

12



7. 消費者教育研修の準備③ ‒ 外部講師 ‒

下記の団体等は消費者教育に関する講師を派遣しています。
消費者教育研修を、内部講師が担当することが難しい場合に利用しましょう。

消費者教育の外部講師リスト

https://www.kokusen.go.jp/map/

・各地方自治体に設置された消費生活センター
地方公共団体が設置する行政機関。消費生活全般に関する苦情などに対応する他、地域の消費者教
育の拠点として、情報提供や講師派遣等を行っています。
全国の消費生活センター一覧は（独）国民生活センターの WEB ページに掲載しています。

https://www.consumer-education.jp/index.html

・公益財団法人消費者教育支援センター
消費者教育に関する調査研究及び消費者教育研修の企画運営等を実施する機関です。消費者庁

「企業人向け消費者教育教材（P��）」の制作を行い、同教材を用いた研修も実施可能です。

https://zenso.or.jp

・公益社団法人全国消費生活相談員協会
消費生活センター等に勤務する消費生活相談員が組織する団体。タイムリーな消費者問題と対処
法、相談から得られた消費者の声を踏まえた消費者志向経営について等、　事例に基づく実践的な
消費者教育講座を行っています。

https://nacs.or.jp/

・公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会
「消費生活アドバイザー」等の有資格者によって構成された消費生活の専門団体。消費者問題、契約、

食品ロス、ICT など様々な分野の消費者教育講座の講師派遣を行っています。

https://www.kportal.caa.go.jp/dispatch/

・他の講師を探したい場合は、消費者庁「消費者教育ポータルサイト」の団体情報バンクが役立ちます。
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8. 実践事例集

新人・若手従業員向け➀
「持続可能な社会」を目指した活動を考える研修

業種 　保険業　対象　新入社員 �� 名　実施方法　 対面　時間　�� 分　講師　外部講師

持続可能な社会をつくる

エシカル消費や SDGs の基本とともに、持続可能な社会の実現に向けた消費者と企業の協働の
重要性を理解できます。
また受講者に、消費者との「協働」に向けた企業活動の発想する力を育みます。

研修の
効果

テーマ

「洋服」を切り口に、消費者の行動や企業活
動が、人や社会、自然環境に影響を及ぼし
ていること。両者に「持続可能な社会」の
構築に向けた責任ある活動が求められてい
ることを知ります。

講義｜�� 分
・SDGs 目標 ��「つかう責任・つくる責任」
を中心に、消費者と企業の社会的責任を学
びます。

・持続可能な社会づくりにつながる、消費
者の「エシカル消費」の例、企業の取組み
事例を学びます。また両者の協働のあり方
も理解します。

�

導入｜�� 分�

研修の流れ

「若手従業員向け研修プログラム
 “消費者と企業人の視点で考えよう 消費生活のキホン”」

研修スライドを使って講師が説明します。

  使用教材
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自分自身が消費者の立場で考える視点を持つと、おのずと企業側が注力すべき活動も見えてくると
いう点に深く納得した。

これから消費者・企業人として積極的に取り組むべき SDGｓの取り組みについて、具体的な事例を
交えてお話を伺うことができ、自分たちの生活・仕事にしっかりと落とし込めると思った。

ワーク｜�� 分
「生活」と「仕事」で実際にやってみたいこ

とを話し合います。
全体発表を行い、アイディアを共有します。

�

まとめ｜�� 分�
研修全体を振り返り、「エシカル消費」を通
して消費者と企業が「協働」することで持
続可能な社会の実現につながること、「消費
者視点」を活かして企業活動を創造する大
切さを確認します。

研修の効果  ～「受講者の声」から～
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新人・若手従業員向け➁
生活を支えるお金について学ぶ研修

業種 　研修コンサルティング　対象　若手社員 �� 名　実施方法　 オンライン　時間　�� 分　講師　外部講師

生活を支えるお金

家計管理や資産運用の知識、トラブルの相談先を学びます。研修を通して、多重債務などのお金の
トラブルに陥らないための、生活設計の基本的スキルを身に付けます。

研修の
効果

テーマ

日頃のお金の使い方を振り返りながら、こ
れからお金のトラブルに陥らないように、
家計管理などの知識を身に付けることが大
切であることを知ります。

講義｜�� 分
・給与明細の見方、収支バランスの考え方、
もしもの時に必要となるお金など家計管理
の基本を学びます。

・クレジットやローンの注意点を学びます。
リボルビング払いの落とし穴なども理解し、
債務超過を防ぐ方法を学びます。

・金融商品の選び方、リスクを押さえた投
資方法、税制優遇制度などの資産運用の基
本的な知識を学びます。また、トラブルに
遭ったときの相談窓口も知ります。

導入｜� 分�

研修の流れ

�

「若手従業員向け研修プログラム
 “消費者と企業人の視点で考えよう 消費生活のキホン”」

WEB 会議システムを利用し、オンラインで研修用スライドを画面共有しな
がら、講師が解説・ワークを進行します。受講者からの発言はチャットで送っ
てもらいます。

  使用教材
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いざという時のため、将来のための貯金も今の段階から計画する必要があると感じ、自
身のお金の使い方を見直すきっかけになったという点で役に立った。

消費生活に関する研修を通して、社員一人一人が自分の生活を自立して営んでいただくこ
と、そしてトラブルから自分で身を守る力を身につけていただきたいと思っています。会
社がこうした教育を実施することで、社員にとって会社に向けたエンゲージメントが高ま
ることにつながればと期待しています。

受講者

人事
担当者

ワーク｜�� 分
問題のある家計を基に、家計改善の方法につい
て考えます。

�

まとめ｜� 分�
研修を振り返り、未来を考えてお金と付き
合うこと、社会をより良くするお金の使い
方があることを理解します。

研修の効果  ～「受講者と人事担当者の声」から～
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�� 代以上の従業員向け➀
消費者トラブルの予防に向けた研修

業種 　保険業　対象　�� 名　実施方法　 オンデマンド研修　時間　�� 分　

消費者トラブル

消費者トラブルへの理解を深め、その発生を防止することが企業経営においても重要であることを
理解できます。
さらに講義では消費者の視点で、消費者トラブルが発生する原因や対策を理解し、それを踏まえ、
トラブル防止に向けた企業の役割を学びます。この一連の学びを通し、受講者が「消費者志向」の
企業活動の発想を行うことにつなげることができます。

研修の
効果

テーマ

消費者トラブルの現状ときっかけを知り、
一般企業も「リスクマネジメント」の観点
から消費者トラブルについて学ぶ必要があ
ることを確認します。

講義
トラブルのきっかけとなりやすい「契約」
や「広告・勧誘」を切り口に、なぜ消費者
トラブルが発生するかを消費者視点で学び
ます。そしてトラブルの防止に向けた消費
者の役割について理解します。

�

導入�

研修の流れ

  使用教材　消費者庁「30 代からの消費生活のキホン」

講義動画を受講者が視聴します。
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ワーク
講義の学びを踏まえて、「ケーススタディ」を行
います。
企業の勧誘により消費者トラブルに発展した
ケースについて、トラブルを防止するために消
費者・企業人はそれぞれどうすべきであったか
を考えます。このワークを通して、消費者と企
業人のどちらもトラブルを防ぐための努力が必
要であったことを理解できます。

�

まとめ�
研修を振り返りながら、消費者トラブルの
予防に向けて、消費者と企業が「協働」す
ることが大切であることを理解します。そ
して、この協働を意識した経営が「消費者
志向経営」であり、企業の今後の成長に必
要であることも理解します。

研修の効果  ～「受講者の声」から～

消費者として、企業側としての意識を再確認できた点で役に立つ研修だった。また、お客様側に立っ
て、どんなリスクがあるのか等を説明する義務があることを改めて意識できた。

最近は SNS での広告や有名人の宣伝などを目にすることが多く、ついそのまま信じてしまうことも
あり、自身の生活の面で役立つ情報だった。 仕事の面でもお客様にとって分かりにくいことがないか、
振り返る意識づけになると感じる。
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�� 代以上の従業員向け➁　
「エシカル消費」に関する社内勉強会

業種 　保険業　対象　� 名　実施方法　 オンデマンド研修　時間　�� 分

持続可能な社会をつくる

近年関心が高まっている「エシカル消費」についての理解を深めます。「人権」に関わる社会問題
をテーマに、「エシカル消費」を軸として消費者と企業が「つくる責任・つかう責任」をどう果た
していくか、具体的な取組方法を学ぶことができます。
さらに、両者の「協働」により、社会課題の解決が果たせることについて理解を深めることがで
きます。

研修の
効果

テーマ

近年、「エシカル消費」の関心が高まりつつ
あることを理解します。

講義
「エシカル消費」とは何かを学びます。そして、

商品が作られる過程で起きる問題として「人
権問題」を取り上げ、エシカル消費を軸とし
て消費者と企業が協働しながら「つくる責
任・つかう責任」を果たすためにできるこ
とを知ります。

�

導入�

研修の流れ

  使用教材　消費者庁「30 代からの消費生活のキホン」

講義動画を受講者が視聴します。
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ワーク
講義の学びを踏まえて、実践してみたいエシカ
ル消費を考えます。そしてそのエシカル消費を
促進するために、企業にできることについて考
えます。このワークを通して、両者の協働のあ
り方について受講者の理解を深めることができ
ます。

�

まとめ�
研修の振り返りを行います。

研修の効果  ～「受講者および人事・研修担当者の声」から～

「消費者と企業が責任を果たす」という箇所で消費者と企業の責任を認識でき、お客様の
声を扱う際の新たな視点構築に繋がったのではないかと思う。

普段、人権や環境に配慮した事業活動の必要性について社内に発信する業務を担っている
が、基本的な内容がコンパクトにまとまっていて、どの業務の担当者にも紹介できる内容
だと思います。

受講者

人事・研修
担当者
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セカンドライフを見据えた従業員向け➀
高齢期の消費者トラブルの予防に向けた研修

業種 　インフラ関連　対象　� 名　実施方法　 対面研修　時間　�� 分　講師　外部講師

消費者トラブル

「高齢期の変化」と消費者トラブルの発生の関連性について理解を深めながら、「高齢期の消費者ト
ラブル」に備えるために必要となる知識やスキルを学ぶことができます。

研修の
効果

テーマ

高齢期に多い消費者トラブルや全国の消費
者被害の総額を知り、退職後に向けた備え
の必要性を確認します。

講義｜�� 分
高齢期の変化と、それに伴い発生する消費
者トラブルの関係性を理解します。契約の
基本や気を付けたい勧誘手口、家庭や地域
における見守り活動の意義と実践のポイン
トを学び、高齢期の消費者トラブルの予防
に向けた「備え」を行えるようにします。

�

導入｜�� 分�

研修の流れ

  使用教材　消費者庁「セカンドライフに向けた消費生活のキホン」

研修用スライドを使って講師が解説・ワークを進行します。
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ワーク｜�� 分
消 費 者 ト ラ ブ ル の 予 防 に 向 け て、家 庭 で
どのような対策をするかを考えます。さら
に、それも踏まえて企業にできることも考
え、「消費者志向」の企業活動の発想につな
げます。

�

まとめ｜� 分�
消費者トラブルの予防に向けてできること
を改めて振り返りながら、企業も高齢期の
消費者との取引において配慮が必要である
ことを確認します。

研修の効果  ～「受講者および人事・研修担当者の声」から～

消費者トラブルについては、それなりに知っているつもりでしたが、知らないこともあり、
その件数や金額には驚きました。
どうしても事業者に偏った考え方になってしまうので、こういう内容は定期的に研修を
受けることに意味があると思いました。

自分で考えるクイズやワークが多く盛り込まれていることがよかった。
消費者トラブルが思いのほか多いことや、広告をきっかけとするトラブルが身近なものだ
と感じられる内容だった。

受講者

人事・研修
担当者
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セカンドライフを見据えた従業員向け➁
退職後のマネープランについて学ぶ研修

業種 　製造業　対象　� 名　実施方法　 オンデマンド研修　時間　�� 分

マネープラン

退職後のマネープランを立てるために知っておきたい、公的年金制度や医療・介護、投資の注意点
などを学ぶことができます。

研修の
効果

テーマ

退職後、お金の見通しを立てて準備をして
おくことが大切であると確認します。「お金
の見通しチェック」で自分自身のことも振
り返ります。

講義
退職後のマネープランを立てるために必要
となる、公的年金制度や医療・介護、投資
の注意点などについて学習します。

�

導入�

研修の流れ

まとめ
研修全体を振り返ります。

�

  使用教材　消費者庁「セカンドライフに向けた消費生活のキホン」

講義動画を受講者が視聴します。
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研修の効果  ～「受講者の声」から～

漠然とした将来部分を具体的にシミュレーションする機会となると感じました。

老後の事なんて全く考えていなかったし、何をどう考えれば良いのかもわからなかったので、まず
は現在の支出をリストアップする事から始め、老後との家計の変化を確認する事から始めるという
事がわかり役に立ちました。
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従業員向け消費者教育プログラム検討委員会
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佐藤 雄一郎 | 学校法人産業能率大学総合研究所　副所長

谷口 央 | 弁護士

古谷 由紀子 | サステナビリティ消費者会議　代表

吉水 健二 | アサヒグループジャパン　SCM 部兼コーポレートコミュニケーション戦略部

事務局

柿野 成美 | 法政大学大学院　准教授・公益財団法人消費者教育支援センター 理事・首席主任研究員

奥西 麻衣子 | 公益財団法人消費者教育支援センター　研究員

河原 佑香 | 公益財団法人消費者教育支援センター　研究員

（�� 音順・敬称略）
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